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建設環境委員会行政視察報告書 

 

令和５年１１月１４日 

 

狭山市議会議長 

  三浦 和也 様 

 

建設環境委員会 

    委員長 福 田  正 

 

 

当委員会は、下記の通り、三重県度会郡玉城町及び京都府京都市並びに静岡

県静岡市を視察して参りましたので、その概要について報告します。 

 

 

記 

 

 

日  程  令和５年１１月１日（水）～１１月２日（木） 

  

視察事項 １ 三重県度会郡玉城町 

空家対策事業について 

（郵便局員による空き家調査業務） 

     ２ 京都府京都市 

中小企業脱炭素経営支援事業について 

 （中小企業の脱炭素化に向けた取組を支援する先行事業） 

     ３ 静岡県静岡市 

  脱炭素先行地域における脱炭素の取組について 

  （脱炭素社会の実現に向けた先進的な取り組み事例） 

 

参 加 者 福 田   正   酒 井 英 男   衣 川 千代子 

 加賀谷   勉   土 方 隆 司   町 田 昌 弘  

 

同 行 者 久保田 大 介 環境経済部次長兼環境課長 

 

随 行 者 有 川 竜 太 担当書記 
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三重県度会郡玉城町（わたらいぐん たまきちょう） 

 

【町制施行】 昭和３０年４月１０日 

【人 口】  １５，０７８人（令和 5年 9月 30 日現在） 

【世 帯 数】 ５，９０９世帯 

【面 積】  ４０．９１㎢ 

【町の概要】 伊勢平野の南部に位置し、伊勢市に隣接しており、かつては

伊勢神宮への参宮客が集まる宿場町として賑わった。昭和 30

年４月 10 日玉城町が誕生し、令和２年５月には６５周年を迎

えた。ＪＲ参宮線田丸駅が町の中央にあり、南方を伊勢自動

車道、続日本 100 名城に選定された「田丸城跡」をはじめ、

多くの歴史文化遺産が存在する。玉城町では、なだらかな土

地と暖かい気候のもとで、いろいろな農産物や畜産物を生産

し、「玉城豚」は伊勢志摩サミットでも使われたことがあ

る。 

 

【調査概要】 

  郵便局員による空き家調査について、全国初の先進的な取り組みを行って

いる玉城町における日本郵便との業務委託に至った経緯と成果について視察

調査した。 

 

【視察内容】 

空家対策事業 

１ 空き家対策 

玉城町は平成２９年に空家等対策の推進に関する条例を制定し、空き家

対策協議会を年に４回実施している。 

（１）空き家バンク制度 

玉城町では、町内の空き家等の有効活用を通して移住・定住による地域

の活性化を図るため、令和２年度から空き家バンク制度を導入した。 

空き家バンク制度とは使われなくなった空き家をインターネット等で紹

介し、町内で住宅を探している方へ情報提供するものであり、次の要件で

登録していた。  

・玉城町空き家バンクに登録できる物件 

・玉城町内に建っている。所有者は町外でも可 

・個人の居住を目的として建築した一軒家である 

・誰も居住していない。または近日中に居住しなくなる予定である 
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・家財道具等が片付いていて、すぐに入居できる 

・土地と建物の所有者が一致している。他の権利者の承諾書があれば可 

・境界未定地等、契約が困難な状態でない 

（２）自治会長による調査 

空き家の調査を３年前から各地区の自治会長に依頼し、約３００件の調

査を実施している。当初から自分たちの地域の問題であることの趣旨を理

解してもらい、現在でも毎年実施しているがこの調査に対する苦情は０件

であるとのことであった。 

（３）補助金 

全国の空き家数は年々増加しており、玉城町では、数は少ないが空き家

が及ぼす防災、衛生、景観などの地域住民の生活環境への悪影響を鑑み、

対策を推進し、その対策の一つとして補助金を交付している。これは、所

在する空家の有効利用を図るとともに、移住を促進し、定住人口の増加に

よる地域の活性化を図るため、空家のリフォーム等に対して交付している

ものである。 

補助金の概要は次のとおり 

 
玉城町公式ホームページより抜粋 

 

２ 空き家調査業務における日本郵便への業務委託 

（１）事業概要 

玉城町が独自に調査し判明した空き家について、郵便局社員（郵便集

配業務を担当する社員）が、町が示した調査項目を基に、タブレット端
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末を用いて現状を確認（システム入力、外観撮影）し、町に報告する事

業。 

 

現状と支援内容 

 
 

取組内容 
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（２）委託に至った経緯 

日本郵便では、地方公共団体の空き家などに関する対策の実情を理解し

ており、また、玉城町では、以前から郵便局との地域貢献的な業務提携に

ついて、何度も話し合いを行い、可能な事業を模索していた中で、総務省

の実証事業の発展的な取組としての「空き家のみまもりサービス」をもと

に、郵便局で空き家調査をすることを決定し実施することとなった。 

日本郵便が受託する「空き家調査業務」では、地域に密着した郵便局ネ

ットワークや配達ネットワークの強みを活かし、日々の業務などで配達地

域内の状況に精通している郵便局社員（郵便集配業務を担当する社員）

が、地方公共団体に代わって空き家の現状を確認することで、地域の社会

課題解決に貢献することを目指すとしたものである。 

（３）調査結果及び成果 

自治会長の調査は、気候のよい秋に実施し、その後、郵便局では郵便が

比較的少ない２月に調査を行うことで負担を軽減し、毎年度上期に最新の

データで空き家バンクへの登録促進に係る取組や移住促進のイベント等を

行えるサイクルを構築できたこと。 

成果としては、自治区調査をベースに随意契約範囲内の金額で契約し実

施することができたこと。 

全国初の事業であったため、多くのメディアでも取り上げられたことに

よるアナウンス効果は絶大であり、空き家バンク登録や空家相談が増加し

たなどがあった。また、郵便局の信頼度は絶大であり、苦情等もなかった 

郵便局側では、郵便局発で新しい事業が作れることに驚いたことや調査

時に怪しまれず、逆に住民の方から声を掛けてくれることに改めて郵便局

の信頼感を再認識できたことなど、双方に成果が実感できたとのことであ

った。 

今回の企画が成功した要因は、徹底的な話し合いとスタッフの情熱に尽

きると担当者が話された。 

（４）今後の展開 

令和５年度は新規空家分のみの調査を実施するとともに、郵便局員と自

治会長の調査のギャップ等を踏まえて事業内容を精査する。 

令和６年度以降はこれらの取組みを発展させて空家の活用プロジェクト

を展開していきたいと考えている。 
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【主な質疑応答】 

Ｑ 空き家対策の概要の中で、移住定住マネージャー地域活性化起業人１名

とあるがどのようなものなのか 

Ａ 総務省の地域力の創造・地方の再生事業の一つで地域活性化起業人（企

業人材派遣制度）を活用しているものであり、地方公共団体が民間企業等

の社員を一定期間受け入れ、そのノウハウや知見を活かしながら地域独自

の魅力や価値の向上等につながる業務に従事してもらい、地域活性化を図

る取組に対しての特別交付税措置があり、派遣元企業に対する負担金など

起業人の受入に要する経費 上限額は、年間５６０万円／人である。 

Ｑ 今回の取り組みはゼロから事業を進めたと伺ったが、携わる職員の熱意

が感じられ、ボトムアップによって事業が推進したと感じたが、実際はど

のように進められたのか。 

Ａ 小さな自治体であり、事業を縦割りにすることができず、所管する部署

の担当も多くの事業を扱っている。その中で建設課が所掌していた空き家

業務が総務政策課地域づくり推進室に移管されたが、この事業を違う視点

から幅広い知識と経験を活かし、熱い気持ちを持って取り組んだことが、

議会の協力も得られ事業の大きな推進力につながった。 

Ｑ 郵便局では、玉城町のように地域貢献など自治体と様々な取り組みを行

っているが、どのようにアプローチしたらよいか。 

Ａ 日本郵便では、地方公共団体と一体となり、地域の活性化に取り組むこ

とを目的として、全国各地で継続的に地域の課題解決に向けた活動を行う

ことができるよう、包括連携協定をはじめとした、各種協定の締結を推進

している。 

玉城町役場 

説明を受ける委員の様子 
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京都府京都市 

【市制施行】 明治２２年４月１日 

【人 口】 １，３８７，３５６人（令和 5年 10 月 1 日現在） 

【世 帯 数】 ７３０，２９５世帯  

【面 積】 ８２７．８㎢ 

【市の概要】 京都府の南部に位置し、市内を賀茂川、桂川、宇治川などが流れ

る政令指定都市である。市域は１１の行政区から構成され、人口

約１４５万の政令指定都市および日本の百万都市では唯一、盆地

に位置している。 

京都は，伝統，文化に支えられ，伝統産業から先端産業まで多彩

な産業が集積し，それぞれの産業が相互に刺激を与え，連関しなが

ら発展する産業連関都市を形成している。 

 

【調査概要】 

カーボンニュートラルへの取組が企業価値向上につながる動きが高まり、グ

ローバル企業を中心にサプライチェーンの企業に対してカーボンニュートラル

に関する取組を要請する動きが始まりつつある。この流れを市内中小企業等が

ビジネスに結び付けていけるよう、脱炭素経営や新技術導入等を促進する事業

の状況について視察調査した。 

 

【視察内容】 

カーボンニュートラル 中小企業脱炭素経営支援事業 

１ 事業の背景 

エネルギー価格の高騰や再エネ電力の主電源化などエネルギー取り巻く環

境が激変するとともに、グローバル企業を中心にサプライチェーン全体での脱

炭素化の動きも加速している。京都市は製造業が少ない反面、サービス業が多

く、その大半は中小企業であるため、これらの脱炭素が課題となっている。 

 

２ 事業の概要 

中小企業脱炭素化に関する基本的な知識を啓蒙するとともに、ビジネスに結

び付けていくことも促していくため、以下の取組みを実施している（令和５年

度からスタート） 

（１）セミナーの開催（全５回） 

現在２回実施済で、内容は講演と最新の話題を提供していた。 

（２）相談窓口の設置 

ヒアリングと脱炭素に関する具体的な提案を行い、市や県などの補助メ 
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ニューも紹介する。相談件数は４月から９月で３１件であった。 

 

上記事業を特定非営利活動法人ＫＥＳ環境機構に委託して実施している。 

ＫＥＳ環境機構とは京都工業会を母体とし組織されている団体である。 

（委託料２００万円） 

３ 今後の展開 

上記事業を何年か実施するとともに、その中で見えてきた課題の対応策を検

討していく。 

 

   

【主な質疑応答】 

Ｑ ＫＥＳ環境機構の審査員が３１名いるがどういった人が審査員になって

いるのか。 

Ａ メーカーなど退職されたＯＢ等を再雇用という形で対応している。 

Ｑ 相談対象の業種には農業も含まれているか 

Ａ 農業は含まれていないが、大変貴重な視点であり今後検討したい。 

Ｑ 京都市は以前からの京都議定書などもあり、市民のカーボンニュートラル

への意識は高いと思うが、市として事業に対しての意識をどう捉えているか。 

Ａ 京都市では、全国に先駆け京都議定書により 2050 年 CO2 排出量正味ゼロ

を宣言したこともあり、全体として意識は高いが、なかなか取り組み切れて

いないところもある。特に中小企業の脱炭素に対する啓発が進んでいなく、

まだ社会貢献的なボランティアとして捉えているところが多くある。 

セミナーでもこれからは企業の戦力であるということを説明している。 

Ｑ 京都市の人口は狭山市と比較すると１０倍の人口を有し、世界的な観光地

であるが脱炭素の取り組みをインバウンドに対しどう発信しているのか 

京都市役所 

説明を受ける委員の様子 
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Ａ 京都駅での啓発や観光事業者との連携を通じて環境問題についてインバ

ウンドへ発信している。 

Ｑ 中小企業脱炭素経営支援事業については、環境部門から産業部門に所管を

変更しているがその理由は 

Ａ この取り組みが将来の企業の投資やビジネスにつながる事業であること

が大きな理由である。 
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静岡県静岡市 

【市制施行】 平成１５年４月１日 

【人 口】 ６７９，０９２人（令和 5年 10 月 1 日現在） 

【世 帯 数】 ７３０，２９５世帯  

【面 積】 １，４１１．８３㎢ 

【市の概要】 静岡市は静岡県中央に位置し、温暖な気候に恵まれ、北は長野県、

山梨県と接して南アルプスから南は駿河湾に至るまで、全国５位

の広さの面積を持ち、豊かな自然環境を有しながら、古くから今

川氏や大御所時代の徳川家康の城下町として、独自の文化や産業

を育み発展を続けてきた。 

旧静岡市と旧清水市の新設合併により、平成 15 年 4 月 1 日に

設置され、平成 17 年 4 月 1 日に全国 14 番目の政令指定都市に移

行した。 特に「お茶」や「桜えび」、「プラスチックモデル」など

の多様な産業や、国際貿易の拠点である清水港での交易は、静岡市

の経済において重要な役割を担っている。 

 

【調査概要】 

公民連携による脱炭素先行地域における脱炭素の実現に向けた先進的な取り

組み事例等の事業について行政視察した。 

 

【視察内容】 

脱炭素先行地域における脱炭素の取組 

１ 事業の背景 

地域の脱炭素化には民間企業との連携が不可欠であるため、市内企業と脱炭

素を促進する事業について検討を行っていたところ、環境省の第１回目脱炭素

先行地域の募集を知り、条件に合致していたため応募し選定を受けたもの。 

※ 脱炭素先行地域とは、2050 年カーボンニュートラルに向けて、民生部門の

電力消費に伴う CO2 排出の実質ゼロを実現し、運輸部門や熱利用等も含

めてそのほかの温室効果ガス排出削減についても、国全体の 2030 年度目

標と整合する削減を地域特性に応じて実現する地域で、「実行の脱炭素ドミ

ノ」のモデルとなる地域のこと。 

 

２ 事業の概要 

市内の港湾部を中心とした３つのエリアを対象とし、太陽光、蓄電池等を導

入しながら地域マイクログリッドを形成することで、令和８年度までにエリア

内のカーボンニュートラル化を図るものとしている。 
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具体的なエリアとパートナー企業は以下のとおり。 

（１）清水駅東口エリア（ＥＮＥＯＳ株式会社） 

ＥＮＥＯＳが所有する清水製油所跡地２０ｈａに最大５ＭＷの太陽光発

電設備を導入する予定。 

（２）日の出エリア（鈴与商事株式会社） 

鈴与商事株式会社が所有する倉庫等の屋根３ｈａに最大１．６ＭＷの太 

陽光発電設備を導入する予定。 

（３）恩田原・片山エリア（静岡ガス株式会社） 

区画整理事業を行っているエリアに企業を誘致し、建物の屋根が最大８．

８ｈａになることを見込み、そこに最大８．９ＭＷの太陽光発電設備を導入

する予定。静岡ガスは本エリアカーボンニュートラル化のマネジメントを行

う。 

上記による電力調達に加え、３社の出資によるＰＰＡ事業を立ち上げ、市全

体で太陽光電力を調達し、３エリアの民生・産業・運輸部門のＣＯ２排出実質

ゼロを目指す。 

事業費は令和４年度から令和８年度の５年間で約６２億円であり、国の補助

額は約１８億円、市の支出見込み額は約３億３千万円の見込みであるが、事業

内容が変わっていくことが予想されるため、あくまで事業開始時点の見込みで

あるとのこと。 

 

３ 取組により期待される主な効果と課題 

・計画提案書では、SDGｓ未来都市として経済・社会・環境の各指標を設定。 
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・環境負荷の低減のみならず、地域の活性化及びレジリエンスの向上を目指す。 

・事業の実施にあたっては、環境部局のみならず経済・都市など様々な部局と局

間連携を図っていく必要がある。 

 

【主な質疑応答】 

Ｑ 事業や賑わいの経済効果を展開するうえで、海の活用についての展望は。 

Ａ 港周りの水素の需要や再エネの導入で脱酸素化を進めている。また水深 

が深い駿河湾があり清水港もたくさんの生物がいることから海洋研究拠点

にもしたい。賑わいについてはサッカースタジアムの建設も考えている。 

Ｑ この事業については大きな民間企業が以前から推進していたものか。 

Ａ 国の脱炭素先行地域を募集するタイミングが合致したもので、 国の補助

金も使えるなど、メリットが大きいので実施することになった。３社の協力

のもと２か月で計画書を提出した。 

Ｑ 温暖化対策のカーボンニュートラルなどは市民が意識しているのか、また、

この取り組みに対しては。 

Ａ カーボンニュートラルなどについての市民の意識は確実に上がっている。

しかし、この脱炭素先行地域の取り組みについては、認知度が低く、いかに

市民が理解するように広げていくかが課題である。 

Ｑ 清水駅東口エリアなど、賑わいを創出する事業は、市の予算だけでは到底

できないと思うが、脱炭素の事業を絡めて行うことをイメージしたのか 

Ａ 次世代エネルギープラットホームを構築するうえで民間や市の予算だけ

では難しい。国の３分の２の補助というのは大きい。スポーツ施設も同様で

ある。いかに国の補助を活用することが重要なところとして捉えている。 

Ｑ 脱炭素先行地域の取り組みとして期待できる効果に防災効果があり、その

中に蓄電池設備とあるが内容は。 

Ａ 太陽光発電をベースとした大型蓄電池を導入している。清水駅東口エリ 

ア内には大型商業施設があり、災害が発生した場合の帰宅困難者が公共施設
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に避難しても電力を供給でき、通信手段も確保できる。雨が降らなければ、

継続して供給することができる。 
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